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Ⅰ 計画の基本的な事項

１ 計画策定の趣旨

徳島県では，県民の健康の保護並びに消費者に信頼される県産食品の生産及び振興

を図るため，徳島県食品表示の適正化等に関する条例（平成２７年徳島県条例第４号。

以下「条例」という。）を制定し，食品表示法 （平成２５年法律第７０号）と一体※1

的に運用するとともに，食品表示の適正化に関する中期的な施策の目標や具体的な取

組を示した「徳島県食品表示適正化基本計画」（以下「計画」という。）を策定し，

計画的かつ効果的に取り組んできました。

このような中，令和２年７月徳島県庁に「消費者庁新未来創造戦略本部」が開設さ

れ，食品安全について情報提供・情報発信できるリスクコミュニケーターの養成や栄

養成分表示等の活用に向けた消費者教育を通じて，食品表示を正しく理解し，適切な

消費活動に活用できる人材を育成してきました。

一方，食品表示法は５年の経過措置期間が終了し，令和２年４月から新たな基準に

基づく表示に完全移行したことに加え，令和５年４月には遺伝子組換えに関する任意

表示制度が改正されるため，とくしま食品表示Ｇメン （以下「Ｇメン」という。）※2

等による食品表示の監視・指導及び法令を正しく理解し，適正表示を行う食品関連事

業者等の支援が必要となっています。

また，本県が関西広域連合の一員として誘致を実現させた「大阪・関西万博」を千

載一遇のチャンスと捉え，先駆的な未来技術や魅力ある「食・文化」を発信し，新た

な人の流れを創出するとともに，次代を担う子どもたちが万博を通じ，未来社会の夢

や希望を実感することで，ポストコロナ時代における社会経済発展の実現を目指して

います。

そのためには，ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） の取組を一層推進する必要があ※3

り，１７の目標のうち，目標３「すべての人に健康と福祉を」と目標１２「つくる責

任，つかう責任」が，食品表示の適正化と密接に関係しており，目標達成に寄与する

施策を推進することが求められています。

これらのことから，食品表示の適正化に関する施策を計画的に推進し，法令遵守の

徹底，県民の健康の保護及び食に対する信頼の確立を図るため，計画を策定すること

としました。
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２ 計画の位置づけ

計画は，条例第７条の規定に基づく，食品表示の適正化に関する基本的な計画とし

て策定したものです。

３ 計画の基本理念

食品表示の適正化の推進においては，次に掲げる基本理念にのっとり施策を推進し

ます。

（１）県民の健康の保護が最も重要であるという基本認識

（２）消費者に信頼される県産食品の生産を振興し，とくしまブランドの発展に寄与

（３）県，食品関連事業者等及び県民の相互理解

（４）消費者，食品関連事業者等及び県の情報共有と協力

（５）科学的知見の活用の促進

（６）食品の製造から消費に至る各段階における業務の透明性確保

（７）食品表示の適正化によるＳＤＧｓの達成への寄与

４ 計画の期間

計画の期間は，県政運営指針として、県が進める政策の基本的な方向をまとめた最

上位の総合的な計画との整合性を勘案し，令和５年度から令和８年度までの４年間と

します。

５ 計画の点検・評価・改善

計画の効果的な推進に当たっては，計画に基づく各種施策の実施状況を把握するこ

とにより，計画の確実な推進を図ります。

計画の進行管理においては，「徳島県食品表示適正化計画（以下「単年度計画」と

いう。）」を策定するともに，ＰＤＣＡサイクル の考え方に基づき，適切な点検・評※4

価を行うとともに，必要に応じて計画の変更を行います。
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Ⅱ 計画の体系
基本理念の具現化に向けて，次の事項を施策の柱とします。

１ 食品関連事業者等支援の推進

食品表示は，消費者が食品を購入する際にその品質や内容を見極め選択する上で重

要な役割を果たすとともに，食品を摂取する際にその安全性を確保する上で不可欠な

情報源となっています。

食品表示に関する法律は「食品表示法」，「健康増進法」及び「景品表示法」など

関係法令が多数あり，食品関連事業者等は，これらの法律を遵守しなければなりませ

ん。社会規範や企業理念などコンプライアンス意識の向上に努めることも必要となっ

ています。

一方，２０２５年の大阪・関西万博が大きな起爆剤となり，来県者の増加が見込ま

れることから，食品関連事業者等の食品表示の適正化に向け，きめ細やかな支援を行

い，本県の大きなマイルストーンであるこの万博を県民総ぐるみで成功に導く必要が

あります。

また，ＳＤＧsの目標１２「つくる責任，つかう責任」において，食品関連事業者

等は，必要な栄養素を含む食品を安定供給し，適正な食品表示を食品の選択につなげ

る役割を担っていることから，取り組みの輪を広げることにより，２０３０年のＳＤ

Ｇｓ目標達成に寄与します。

２ 消費者教育の推進

消費者は，食に関する知識の習得や必要な情報の収集を行い，これらの情報を正し

く理解するとともに，自立した消費者として自らの健康を保持･増進させるため，自

主的かつ合理的な判断を行うことが求められています。

この判断に必要な情報を，食品表示から取得するための方法を若い世代のうちから

学ぶことができるよう消費者教育を推進し，食品表示に基づき適切に食品を選択する

とともに，自らの食生活を考えることにより，ＳＤＧsの目標３「すべての人に健康

と福祉を」の達成を目指します。

３ 食品表示の適正化の推進

外国産アサリが熊本県産として多量に流通していた可能性がある問題を受け，国は

不適正な表示を防ぐため，食品表示基準Ｑ＆Ａを改正しています。

食品表示に対する消費者の信頼を揺るがすことのないよう，監視活動を実施する県

職員による「Ｇメン」を始め，消費者が日常の買い物活動の中で食品表示のモニタリ

ングを行う「食品表示ウォッチャー 」，消費者大学校大学院の食品安全リスクコミ※5

ュニケーター養成課程を修了した「食品表示適正化推進員 」等の連携により，幅広※6

い視点で食品表示の監視活動を実施し，食品表示の適正化を推進します。

４ リスクコミュニケーション の推進※7

消費者庁，県，食品関連事業者等，消費者が各々の責務や役割を認識のもと，相互

の連携と協働により，施策の推進を図ることが重要です。

そこで，食品関連事業者等への適正表示の普及啓発，消費者教育及び食品表示に関

する質問や討論の場の設置など，リスクコミュニケーションを推進し，情報共有と相

互理解による信頼関係の構築を図ります。
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Ⅲ 重点項目
施策の４つの柱を踏まえ，次の重点項目を設定します。

１ 食品関連事業者等の表示等対策支援

食品表示は，関連法令が多岐にわたり非常に複雑なため，食品関連事業者等におい

ては関連する法令全体を正しく理解し，適正な表示を行うことが大切であり，講習会

の実施やインターネット等の活用による制度周知や情報発信を行い，表示内容に責任

を持つ食品関連事業者等を支援します。

また，ＳＤＧｓが目指す豊かで健康な社会に貢献するため，食品関連事業者等にお

けるＳＤＧｓの理念に合致した取組が一層加速されるよう支援します。

２ 食品表示相談体制の充実

食品関連事業者等からの表示相談や，消費者からの表示に係る疑問や情報等の受付

の総合窓口として設置した「適正表示相談窓口 」及び栄養成分表示や健康食品に関※8

する質問や相談に対応する「栄養表示相談窓口 」の効率的かつ効果的な運用に努め，※9

食品関連事業者等及び消費者双方の利便性向上を図ります。

３ 消費者教育の推進

食の安全安心に係る様々な事象に対して，最新の知見と正しい知識に基づく的確な

判断の下に，適切な消費行動を実践できるようライフステージに応じた消費者教育を

推進し，誰もが健康なくらしを送ることができる社会の形成を目指すとともに，消費

者が主役となるＳＤＧｓの取組を推進します。

また，関係団体と連携し，栄養成分表示等の活用に向けた効果的な取組により，消

費者自らが自分の健康状態等に応じた適切な食品選択ができる実践力を育み，消費者

の健康増進につなげます。

４ 徳島まるごとパビリオンに向けた監視・指導

大阪・関西万博では，「万博はゲートウェイ,徳島まるごとパビリオン」をコンセ

プトに掲げ，魅力ある「食・文化」を発信し，「新たな人の流れ」の創出を目指して

います。このコンセプトに基づき，四国遍路で育まれたお接待による「おもてなしの

心」で，多くの観光客を惹き付けるためには，食品の適正表示が必要不可欠であるこ

とから，関係部局と連携したＧメン等により，食品表示の監視・指導を実施します。

５ 産地偽装防止対策の強化

産地偽装の根絶を目指し，食品表示の根拠となる仕入関係書類等を確認するととも

に，科学的産地等判別分析を抑止力として活用するなど，監視・指導を強化します。

また，広域事業者による表示違反等に対し，他自治体や国の各機関と連携すること

により，迅速かつ適正に対処できる体制を整えます。

６ 食品関連事業者等と消費者との相互理解の促進

食品表示に関する正しい知識が根ざす生活環境を実現するため，食品関連事業者等

による自らの情報発信を促進するとともに，食品関連事業者等と消費者それぞれの食

品表示に関する情報共有や相互理解を図ることにより，信頼関係を構築します。

７ 消費者庁との連携

消費者行政・消費者教育の恒常的拠点である新未来戦略創造本部と連携し，徳島を

実証フィールドとして取り組んできた消費者行政新未来創造プロジェクトを継承・深

化するとともに，食品に関する正しい知識を持ち，その知識を活用して消費者を合理

的な選択に導くことができるリスクコミュニケーターを養成します。



- 5 -

Ⅳ 具体的取組
施策の柱及び重点項目に設定された内容に基づき，効果的に施策を推進します。

１ 食品関連事業者等による食品表示の適正化

（１）適正な食品表示に係る食品関連事業者等支援

食品関連事業者等に対し，食品表示制度の正しい知識の普及を図るため，イン

ターネット等を活用し，きめ細やかな啓発指導を行うとともに，食品関連事業者

等自らが適正に表示を実施できるよう，県下各地域で食品表示制度講習会を開催

します。食品関連事業者等ごとに表示作成の不明点を抱えているため，食品表示

に関する総合相談窓口である「適正表示相談窓口」及び「栄養表示相談窓口」を

通じ，食品関連事業者等からの表示に関する疑問点や質問に対して個別に相談対

応を行い，適正表示を支援します。

また，ＳＤＧｓは誰一人取り残さないことを理念としており，ＳＤＧｓを学び

たい，これから取り組みたい食品関連事業者等が，自分ごととして捉え、取り組

めることを考えることができるよう，あらゆる主体との連携強化やパートナーシ

ップ構築を促進します。

（２）食の安全安心情報ポータルサイト の充実※10

スマートフォンやタブレットなどのデバイスの普及を踏まえ，全国屈指の光ブ

ロードバンド環境を活用し，県ホームページ「安心とくしま」から，健康被害情

報やリコール情報等の食品の安全安心に関するタイムリーな情報を発信するほ

か，食品表示関係法令を項目ごとに紹介した動画や幅広い食品の表示例を掲載す

るなど，適正表示を行うために必要な情報を充実するとともに，「ＡＩ活用双方

向型ＦＡＱシステム 」によりその利便性を向上し，食品関連事業者等がいつで※11

も活用しやすいポータルサイトを目指します。

（３）認証制度の運用による県産食品の信頼性の向上

食品表示の適正化や食品製造過程の見える化に積極的に取り組む事業者を認定

する「適正表示推進事業者認定制度」や，産地証明や加工履歴等トレーサビリテ

ィが整った事業者・商品を認証する「鳴門わかめ認証制度 」を適切に運用する※12

とともに，認定事業者が企画するリスクコミュニケーション，食品関連事業者等

からの情報発信及び消費者との相互理解の推進を支援することにより，県産食品

の信頼性やブランド力の向上を図ります。

２ 消費者教育による食品表示の正しい理解の促進

（１）食に対する正しい知識の普及啓発

消費者に対し，食の安全安心に係るフォーラムや幅広い世代を対象としたゼミ

ナール等の開催や，食品表示に係る情報収集に努め，食の安全安心情報ポータル

サイトの充実強化を図ることで，食に関する正しい情報発信を行い，食品表示に関

する正しい知識の普及と「食の知 」の向上を図ります。※14

（２）消費者向け相談窓口の運用

食品表示に関する総合相談窓口である「適正表示相談窓口」及び「栄養表示相

談窓口」の二つ目の機能として，消費者からの表示に関する疑問や相談を受け付

け，迅速かつ適正に対応します。

（３）消費者の学べる機会の充実

消費者の食に関する知識の習得として，「ＷＥＢ」やＷＥＢとリアルを融合さ

せた「ハイブリット型」の出前講座やリスクコミュニケーション等を実施するな

ど，学習機会のバリエーションを充実させることにより，正しい知識をもとに，

適切な消費行動を推進できる人材を育成するとともに，自立した賢い消費生活に

より，身近にあるＳＤＧｓの取組の実践を促します。
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（４）栄養成分表示等の活用に向けた消費者教育の推進

消費者庁や徳島県栄養士会と連携し，効果的かつ実践的な消費者教育を展開す

ることにより，ＳＤＧｓや栄養成分表示等を正しく理解し，自らの健康の保持・

増進に積極的に活用できる人材を育成します。

３ 監視指導体制等の充実

（１）Ｇメン活動体制の強化

県内外に流通する県産食品表示の効率的かつ効果的な監視指導を行うため，関

係法令に基づく立入検査等を行うとともに，人員体制についても，安全衛生課，

各県民局，各保健所はもとより，農林水産部や商工労働観光部，さらには，東京

本部や関西本部等の職員をＧメンとして任命するとともに，的確な情報共有を行

い緊密な連携を図ります。

（２）観光土産物の信頼性の向上

大阪・関西万博を契機として，本県への観光客の増加が見込まれることから，

県内で観光土産物を販売する食品関連事業者等を対象として，Ｇメン等により監

視・指導を実施し，観光土産物の信頼性の向上を図ります。

（３）科学的産地等判別分析の効果的な運用

産地偽装等の抑止力として，科学的産地判別や品種識別技術の活用を図り，検

査数･内容を充実させるとともに，県外に流通する県産食品においても科学的産

地等判別分析の対象とすることで，東京･関西両本部のＧメンと連携しながら県

外へも監視の目を光らせます。

（４）消費者や市町村と連携した食品表示監視ネットワークの強化

食品表示ウォッチャーや食品表示適正化推進員が確認した食品表示情報をモバ

イル端末で報告できる「食の安全！ＷＥＢウォッチャー 」で疑義情報を収集す※14

るとともに，その情報を「食品表示Ｇメンシステム 」で共有することにより，※15

不適正表示の監視・指導を迅速化します。

（５）関係機関と連携した監視活動

各保健所と連携した広域監視活動により，食品衛生と食品表示の両面からの監

視指導活動を実施し，県内流通食品の信頼性向上を図ります。

また，県民局のＧメンと連携した，景品表示法に基づく飲食店への立入検査に

より，メニュー表示等の虚偽・誇大広告について監視・指導を行います。

（６）国等との連携強化

広域化・複雑化した食品表示の不適正事案に対応するため，「徳島県食品表

示監視協議会 」等により国や関係機関との連携を強化し，的確な情報共有と迅※16

速な対応に努めます。

４ リスクコミュニケーションの推進

（１）多様なリスクコミュニケーション機会の提供

教育機関と連携し，食品安全をテーマとした「食品安全ゼミナール」，食品関

連事業者等と連携したＨＡＣＣＰ 等の取組状況の紹介，関係団体と連携したフ※17

ォーラムなど，多様なリスクコミュニケーションの機会を提供します。

（２）消費者庁と連携した効果的なプログラムの実証

「消費者行政新未来創造プロジェクト」の成果を踏まえた，リスクコミュニケ

ーションの理解度を高めるプログラムの実証・継続・改善を進め，消費者と食品

関連事業者等の相互理解を促進するとともに，これらの取組を「徳島モデル」と

して一層の深化と普及を推進します。
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５ その他食品表示適正化の計画的な推進に必要な事項

（１）「徳島県食品表示適正化計画（単年度計画）」の策定

本県の食品表示の適正化に向けた取組を計画的かつ着実に実行へ移すため，「単

年度計画」を定めます。

（２）関係者等との連携

行政（県・市町村），消費者，食品関連事業者等が，相互の役割分担と協働の

もと，本県における食品表示の適正化を効果的に推進します。
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Ⅴ 活動指標（令和８年度末目標）

取組施策の効果検証と評価を行うための指標として活動指標を設定します。

（１）食品表示関連講習等参加者数 ２００人／年

（食品表示制度講習会等）

（２）食の安全安心情報ポータルサイトの活用促進 随 時

（３）表示相談窓口など広報活動 推 進

（４）教育機関等との連携による講座等開催数 ２５回／年

（５）食品表示Ｇメンによる立入調査・検査件数 ３,２００件／年

（６）食品偽装等の抑止力となる科学的産地等判別件数 １７０件／年

（７）食品表示ウォッチャーによる調査件数 １,３００件／年

（８）食に関する正しい知識の普及に関するイベント等参加者数 ９００人／年

（リスクコミュニケーション，フォーラム等）



- 9 -

＜用語説明＞

※１ 食品表示法

消費者が食品の情報を見て理解し適正な食品の選択ができるよう安全性や機能性

等に関する表示について定めた法律。平成２７年４月に施行。

※２ とくしま食品表示Ｇメン

徳島県食品表示の適正化等に関する条例第２１条において，当該条例及び食品表

示法，景品表示法に係る立入検査や食品表示の適正な実施を確保するための指導，

相談を行う職員としての位置づけ。

※３ ＳＤＧs（エス・ディー・ジーズ）

２０１５年９月に国連の「持続可能な開発サミット」で採択された，２０１６年

から２０３０年までの国際目標である「持続可能な開発目標」。持続可能な世界を

実現する１７の大きな目標と１６９のターゲットで構成。

（出典）国際連合広報センターホームページより引用

※４ ＰＤＣＡサイクル

行政政策や企業の事業活動に当たって計画から見直しまでを一貫して行い，さら

にそれを次の計画・事業に活かそうという考え方で，Ｐｌａｎ（立案・計画）→

Ｄｏ（実行）→ Ｃｈｅｃｋ（検証・評価）→Ａｃｔｉｏｎ（改善）の ４段階を繰

り返すことによって，業務の継続的な改善を行う。

※５ 食品表示ウォッチャー

消費者の立場で日常的な生活の中で食品表示のモニタリングを行うことで，食品

表示への関心を高めるとともに，食品表示基準等に違反している疑いがある商品の

情報を県に報告するなど，消費者目線での監視活動を担う者のことで，県が登録。

※６ 食品表示適正化推進員

地域における食品表示の適正化に関する自主的な活動を促進するため，徳島県食

品表示の適正化等に関する条例第１２条の２に基づき，市町村長又は消費者団体の

代表者から推薦があった者を徳島県知事が委嘱。

※７ リスクコミュニケーション

リスク対象やそれへの対応について，関係者間が情報・意見を交換し，その過程

で関係者間の相互理解を深め，信頼を構築する活動のこと。
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※８ 適正表示相談窓口

食品の表示や安全性について，消費者や事業者の疑問や不安に応えるとともに，

食品表示に係る情報提供を受け付ける，安全衛生課に設置された総合窓口のこと。

℡ ０８８－６２１－２１１０ 受付時間 平日９時から１７時まで

※９ 栄養表示相談窓口

栄養成分表示や健康食品の表示制度等について，消費者や食品関連事業者等の問

合せ等に応える相談窓口のことで，安全衛生課と保健所に設置。

℡ ０８８－６２１－２１１０ 受付時間 平日９時から１７時まで

※10 食の安全安心情報ポータルサイト

県ホームページ「安心とくしま」内に開設されている，食の安全安心情報を一元

的に掲載している食品関連事業者及び消費者向けのインターネットサイト。

※11 ＡＩ活用双方向型ＦＡＱシステム

利用者からの問合せに対して，人工知能（ＡＩ）を活用し，利用者の求める情報

の提供を２４時間体制で提供する，双方向型ＦＡＱ（よくある質問）システムを構

築したもの。

※12 鳴門わかめ認証制度

鳴門わかめの信頼回復とブランド力の向上を図るため，産地証明書や加工履歴な

どトレーサビリティが整った事業者を県が直接認証する制度。

※13 食の知

食品の安全性等について科学的な根拠に基づく知識や情報を習得し，自ら判断す

る能力のこと。

※14 食の安全！ＷＥＢウォッチャー

食品表示ウォッチャーのモニタリング結果を，スマートフォン等の通信できるタ

ブレット端末から報告できるシステム。令和元年度から運用を開始している。

※15 食品表示Ｇメンシステム

とくしま食品表示Ｇメンが行った事業者への立入検査や指導結果のほか，食品関

連事業者等からの問合せ，消費者からの情報提供内容等を入力し，データベースと

して蓄積，閲覧，出力できるシステム。

※16 徳島県食品表示監視協議会

徳島県内における不適正な食品表示に関する監視を強化するため、農林水産省中

国四国農政局，独立行政法人農林水産消費安全センター，徳島県警察本部，徳島県

で組織された協議会。

※17 ＨＡＣＣＰ（ハサップ）

Ｈazard Ａnalysis Ｃritical Ｃontrol Ｐointの略称で，食品の製造・加工工

程のあらゆる段階で発生する恐れのある微生物汚染等の危害をあらかじめ分析（Ｈ

azard Ａnalysis）し，その結果に基づいて，製造工程のどの段階でどのような対

策を講じればより安全な製品を得ることができるかという重要管理点（Ｃritical

Ｃontrol Ｐoint）を定め，これを連続的に監視することにより製品の安全を確保

する衛生管理の手法。


